
北海道では、入学後に保護者等の本人の責めに帰さない失職、倒産等により家計が急変した世帯に対して、私立小･中･高等学
校等に通う生徒の授業料や教科書費、教材費などを支援しています。 ※返還不要の支援です。申請が必要です。

支援の種類 １ 授業料軽減補助金 ２ 奨学のための給付金
（授業料等の支援） （授業料以外の教育費の支援）

（教科書費、教材費、ｵﾝﾗｲﾝ学習に係る通信費など）

①私立高等学校（通信制を除く） ①私立高等学校（通信制･専攻科含む）
生徒･ ②私立特別支援学校の高等部 ②私立専修学校高等課程
保護者等 ③私立専修学校の高等課程 ③各種学校（外国人学校のうち高等課程に類する課程） 等

に通う生徒 に通う生徒の道内に住所を有している保護者等

要 ※上記いずれも道内に所在する学校が対象
※学校でおこなう事業に対して道が補助します

件

家計急変後 年収５９０万円未満程度 年収４９０万円未満程度（国籍等によって例外があります）
の年収目安
（ ４人世帯 ※１ 年収は、あくまで目安です。
の場合） ※２ 家計急変の発生事由を証明する書類（離職票、解雇通告書等）及び家計急変後の収入を証明する書類等により年収見込額等を推計

し、支援を決定します。

【家計急変後の収入が非課税相当の世帯の例】
支援額

月額最大 ２，０００円 区分 急変発生時期 支給額（年額）
※授業料等の金額によって異なります。

※高等学校等就学支援金に上乗せして支援します。 全日制 ７月１日まで １５２，０００円
・

定額制 ７月２日以降 １５２，０００円／１２月×支援月数

通信制 ７月１日まで ５２，１００円
・

専攻科 ７月２日以降 ５２，１００円／１２月×支援月数

※申請時期により、支給額が変わります。

※その他の世帯の支援額については「奨学のための給付金」のページをご確認ください。

申請先 在学している学校へ申請 ①道内の学校に在学している生徒の保護者等は、在学している学校へ申
※申請手続きの詳細は、学校に確認して下さい。 請 ※申請書類の詳細は、学校に確認して下さい。

②道外の学校に在学し、道内に住所を有している保護者等は、北海道
（学事課）へ申請 ※申請書類は、学事課ＨＰからダウンロードして下さい。

家計急変世帯への授業料等の支援について



支援の種類 ３ 私立小中学校等経済的支援事業
（授業料の支援）

保護者等 道内の私立小中学校に通う生徒の保護者等 ※学校で行う事業に対して道が補助します

要 家計急変後 年収４００万円未満程度
の年収目安

件 （ ４人世帯 ※１ 年収は、あくまで目安です。
の場合） ※２ 家計急変の発生事由を証明する書類（離職票、解雇通告書等）及び家計急変後の収入を証明する書類等により年収見込額等を推計

し、支援を決定します。

支援額 月額最大 ２８，０００円 ※授業料によって金額が異なります。

申請先 在学している学校へ申請 ※申請手続きの詳細は、学校に確認して下さい。


